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[論文要旨]
「自賠法」が施行されて以来，判例と学説では，被害者救済のために，その責任主体である運
行供用者の範囲が次第に広げられてきており， ["自賠法」の適用範囲が拡大されてきた。殊に，
保有者の運行供用者責任の認定が容易にする傾向が見られ，保有者と運行供用者の区別が次第に
なくなってきた。それに伴い，多くの問題が引き起こされている。これは，必ずしも，立案担当
宮の趣旨と一致するとはいえない。また， ["自賠法Jの施行の前後の判例変遷に対する検討を通
じて，民法715条の外形標準説，及びドイツの道路交通法が交通事故の責任主体の認定.特に無
断運転，泥棒運転のような場合の責任主体の認定に対して，強い影響を及ぼしていたことが分か
る。本稿は，この責任主体について， ドイツとフランスの立法例と比較しながら，また，判例の
流れに対する検討を通じて，責任主体とされる者の範囲が拡大されてきた傾向の形成原因，及び
その問題点を明確にしたい。
[キー ワー ド1["自賠法J3条，保有者，運行供用者.無過失責任，択一決定原則
1 はじめに
昭和30年に， 自動車事故被害者の保護を目的とする「自動車損害賠償保障法J(以下「自賠法J
とする)が制定された。「自賠法」が施行されて以来 判例と学説は，被害者救済のために， I自
賠法J3条で定めている責任主体である運行供用者の範囲を次第に広げてきており， ["白賠法」
の適用範囲は拡大されてきた。殊に，保有者の運行供用者責任の認定を容易にする傾向が見られ
る。それに伴い，保有者と運行供用者の区別が次第になくなり，責任主体とされる者の範囲が拡
張される傾向が見られる。
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「自賠法」において， r自己のために自動車を運行の用に供する者J，すなわち，運行供用者と
いう概念が創設された。その中には，正当な権利を有する保有者と，保有者でない運行供用者と
が含まれている。当時の立案担当官が述べているように，保有者は「ほとんどの場合に，第3条
に規定される賀任者(運行供用者一筆者)となり，また，後述の責任保険の契約者および被保険
者となるものであって，この制度で重要な役割を担う者であるJ1。すなわち，多くの場合は，保
有者と運行供用者とが同一人であるが，たまに保有者でない者が運行供用者になる。したがって，
無断迎転，泥棒運転のような正当な権利が有しない者が自動車を運転するとき，通常，保有者が
迎行供用者賞任を負わないことである。ところが，従来の民法715条の外形標準説とドイツ道路
交通法 7 条の探く);~~縛を受けたため， r自賠法」が施行した直後の昭和40年ごろ，当時の学説と
研究会では， 1!f;断迎!I伝のような場合に，基本的に保有者の運行供用者責任を負うべきだとされて
いた。しかし，無断海i阪ないし泥棒運転のような場合に，保有者の責任ついて， r自賠法」では
ドイツの道路交通法7条のような明文の定めがないため，必ずしもドイツ法と同じように処理す
ることができないと考えられる。また，保有者に責任を課すとき， r自賠法J3条の「自己のため」
という要件にどのように当てはまるかについて，学説の論述にはなお未解決なところが残され
る。これについて，以下立法当初の見解の部分で検討する。
また， ドイツ法とフランス法において，賀任主体の択一決定原則を採用している。そのため，
前述したような「自賠法J施行以来の責任主体とされる者の範囲が拡張される傾向は見られな
かった。しかし， r自賠法」立法の時，主にドイツの道路交通法を参考にしたが，なぜ，責任主
体の択一決定原則が採用されていないかを検討する必要があると考える。また，択一決定原則を
採用している典型例たるフランス法にも，重要な比較法的な意義があると考える。これについて，
以下，ドイツ法およびフランス法における交通事故損害賠償の責任主体に関する部分で検討する。
さらに，無断運転と泥棒運転に関する判例の検討を通じて，前述した責任主体とされる者の範
囲が拡張される傾向及び責任主体の択一決定原則が採用されていない原因も明らかにする。無断
運転のような場合に， r自賠法Jが施行された直後，判例と学説において，無断連転された車両
の保有者に運行供用者責任を適用するか否かについて，慎重な判断をしていた。被害者側に， r自
賠法」ではなく，民法715条の適用を主張して訴訟を提起した例がみられる。しかし，その後の
下級審ないし最高裁の判決においては，無断運転のような事件について，保有者の運行供用者責
任がかなり緩やかに認められてきた。そして，無断運転の事例に関する解釈論を展開して，泥棒
運転のような極端な事例まで，保有者の運行供用者責任を是認した判決も見られるようになって
いる。これに伴い，保有者と運行供用者の区別が次第になくなり，責任主体の択一決定原則が採
用されず，次第に責任主体とされる者の範囲が拡張されてきた。これについて，以下の判例の変
遷の部分で検討する。
l 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説j(時の法令シリーズ2・大蔵省印刷局， 1955年)29頁。
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保有者の寅任範囲の拡張に伴って，保険の賠償純聞も次第に拡大され，保険の運営が次第に赤
字に転じ，保険料・率の上昇などに至ることは推測に難くない。これは，必ずしも立法当時の趣旨
と一致するとは言い難い 2。一方，誰が運行供用者であるかについて，学説・判例は運行支配及
び運行利益をメルクマールとして，運行供用者であるかどうかを判断してきた。しかし，前述し
た運行供用者責任が緩やかに認められてきた傾向に伴い，運行支配及び運行利益という概念が広
く解釈され，次第に抽象化されてきた九メルクマーJレとしての適切な機能を失いつつある，と
考えられる 40
これらの問題を念頭に置いて，本稿では，立案担当官の見解を再検討して，関連する学説，判
例を通じてドイツ道路交通法とフランス法における責任主体の認定と比較Lながら，運行供用者
と保有者に関する当初の立法趣旨及び学説の対応，その後の判例の変遷とその形成原因などを明
確にしたい。運行供用者の判断基準に関する学説と判例については，紙幅の都合上，次の機会に
譲る。
2 立法当初の見解
「自賠法J3条は，その母法といえるドイツ「自動車交通法J(改正後「道路交通法」と称する)
と異なり. I自己のために自動車を運行の用に供する者J(運行供用者)という，内外の立法例に
も全く見られない概念を定めている 5。既述したように.I自賠法」が施行されて以来，責任主体
とされる者の範囲を拡張する傾向が見られる。また.被害者が保険の救済が得られるため，可能
な限り，保有者に運行供用者責任を負わせる傾向も見られる。以下.立案担当官の見解，及びそ
れに対する当時学界の対応を検討した上で，運行供用者と保有者の区別とその立法の趣旨を明確
にしたい。
2.1 運行供用者
運行供用者について，昭和30年に，当時の立案担当官6は以下のように説明している。
「ここに新たな責任者として登場した『自己のために自動車を運行の用に供する者(運行
供用者一筆者)~というのは，通常自動車の所有者または使用者等のように，自動車の使用
2 詳細は，拙稿「自賠法3条の「運行Jに関する一考察」法学研究論集 (2014年41号)185頁以下。
3 新美育文「請負人の保有車両による事故につき，原判決を変更し注文者の運行供用者責任を肯定した事例」
判例時報 (896号).150頁以下。また石田穣n運行供用者』概念の再構成」法学協会雑誌 (1975年.92巻5号)
484頁。
4 石田・前掲注 (3)484頁。
5 加藤一郎・木宮高彦編『自動車事故の損害賠償と保険~ (有斐閣.1991年 12月版)254頁(木宮高彦執筆)
6 当時運輸省自動車局の真田登局長は『自動車損害賠償保障法の解説』という本の序の部分で.rとの解説書は，
本法律の立案担当官の手によるもので，自動車関係者は無論，一般各位も，容易に制度の内容を御理解戴ける
ものと信じ，広〈推せんする次第である。」と述べているので，この解説書は立案担当官の見解を表すもので
あると考える。
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について支配権を有し，かつ，その使用によって利益を受けるものを指している。自動車泥
棒のように，正当の権原がなくて自動車を使用した者もこの中に含まれるが，そのような例
外的な場合を除くと，通常この責任者は，自動車運送事業者等の自動車の所有者はもとより，
自動車の賃借入(中略)等，自動車の使用にかかる広範な者を含むことになる(ただし，事
故のときの責任は.多くの場合，それらの中の一人に限定されることは，いうまでもない。)J7
立案担当官は，運行供用者に一種の無過失責任を負わせるように想定し， r自賠法」を設ける
としていた。運行供用者の確定について 自動車の使用に対する支配権と使用によって利益を受
けることが判断基準である。また 泥棒運転の場合のように 自動車に対する正当な権限がない
者であっても，運行供用者責任を負うことがあるとされる。言い換えれば，自動車に対する所有
権，使用権の有無に関わらず，自動車の運行に対する運行支配と運行利益がある者は運行供用者
である。
2.2 保有者
保有者について，立案担当官は以下のように説明している。
「これらの責任の主体となるべき一団の人々を総称して，諸外国の立法例では『保有者J
という新しいことばを使っている。保有者とは，法第2条で定義付けられているように，自
動車の使用権を有し，かつ，その使用の支配権と利益を享受する者を総称した者であって，
実際上は，ほとんどの場合に，第3条に規定される責任者となり，また，後述の責任保険の
契約者および被保険者となる者であって，この制度で重要な役割を荷う者である。J8
つまり，保有者に自動車を使用する正当な権限が必要であり，責任保険の保険契約者および被
保険者たる者として重要な役割を担う者だと考えられる。今日，責任保険の契約者は必ずしも保
有者だけではないにもかかわらず 保険契約を締結した事実が保有者ないし運行供用者に対する
一つの重要な判断要素になる。
2.3 当時の学説
既述した立案担当官の見解は，当時の学説にほぼ異論なく支持された。しかし，立案担当官の
解釈は必ずしも明確とはいえない。なぜなら，正当な権限がない者の典型例は自動車の泥憾であ
るが，そのほか，例えば，無断運転の場合に，無断運転者，及び自動車の保有者がどのような責
任を負うべきか，正当の権原がない者はどのように限定すべきかについて，立案担当官の解釈か
らは明確にすることができない。そのため，後述の「自賠法」が施行された最初段階の判例から
分かるように，無断運転の場合に保有者が運行供用者責任を負うべきかどうかが明らかにされな
かったため，民法715条を適用した判例が少なくない。以下，この点に関する当時の学説の反応
7 運輸省・前掲注(1)29頁以下。
8 同上・ 29頁以下。
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を把握したい。
2.3.1 加藤一郎博士の見解
「自賠法」が施行された 10 年後の昭和 40 年に，出版された『注釈民法 (19)~ で加藤一郎博士
は，立案担当官と同じような解釈を示している。つまり，運行供用者には，正当な権利を有する
保有者と，保有者でない運行供用者とが含まれている。また，具体的に運行供用者であるか否か
については，自動車に対する運行支配と運行利益に基づいて判断される。正当の権原があるかど
うかについてはあまり論じられていない。無断運転の場合について，加藤博士は.715条の関連
性を念頭において，当時までの判例を概観し，自動車の運転手ないし運転手以外の者であっても，
車を運転しうる立場にある被用者の無断運転については，使用者である保有者の責任を認めてい
る90
更に，その理由としては.r客観的・外形的あるいは抽象的に自己のための運行JlOと「運転
手を信頼し自動車を委ねた以上は責任があるとするものJlという 2点があげられる。前者は，
民法715条の使用者責任に関する外形標準説に深く影響を受けたもの，後者は，後述から分かる
ように， ドイツ道路交通法の改正案に深く影響を受けたものだと思われる。しかし，無断運転の
場合に，結論として保有者が運行供用者責任を負うべきだとされたが，主張された2つの理由が
どのように「自賠法J3条の要件に当てはまるかについて，なお問題が残されている。更に，無
断運転であるか，泥棒運転であるか，そもそも法律的な概念というより，むしろ社会通念のよう
なものであり，多くの場合には，無断運転であるか泥棒運転であるかを区別し難いであろう。こ
れについて，昭和40年ごろに開催された研究会で，更に論じられた。
2.3.2半IJ例タイムズ研究会における議論
昭和40年ごろ，判例タイムズにおける「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」をテー
マとする研究会で，交通事故に関する幅広い問題が検討された。そこでは，当時の実務及び学説
において.r自賠法J3条の運行供用者責任に対する理解の到達点が示された。以下，概略を示す。
当時，泥棒運転については，立案担当官の見解と同じ，保有者は運行供用者責任を負わないと
考えられていた。他方，無断運転について，基本的には，保有者の運行供用者責任が認められて
いる。しかし.泥棒運転と無断運転というのは，法律的な概念というより，むしろ社会通念のよ
うなものであり，多くの場合には，無断運転であるか泥棒運転であるかを区別し難いと考えられ
る12。泥棒運転の判定が困難な場合に，具体的な事情によって，保有者に「自賠法J3条の責任
を認めてもいいと考えられる。しかし，純然たる泥棒のような場合に，因果関係から考えると，
第三者の行為が介入するため. ['自賠法J3条の運行供用者責任を認めるのが難しいと考えられ
9 加藤一郎編集『注釈民法19・債権lOJ(有斐閣.1965年)10頁(加藤一郎執筆)。
10 同上・ 100頁(加藤一郎執筆)。
1 向上・ 100頁(加藤一郎執筆)。
12 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ172号， 19頁(加藤一郎発言)。
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る13。さらに， ドイツとフランスの立法例と比較しながら， r自賠法」の無過失責任の賠償限度，
自賠賀・保険と保障事業の救済体系等を鑑み，泥棒運転の場合に， r自賠法J3条の適用は無理が
あると考えられる 140
続いて.無断運転の場合，前述した通りに，無断運転であるかどうかの判断について，必ずし
も泥棒運転とはっきり区別できない。通常の無断運転の場合に，民法715条の外形標準説，及び
ドイツ道路交通法7条3項の影響のため，保有者の運行供用者責任を認めるのは，当時の通説で
あった。
ドイツ道路交通法には，無断運転のような場合について明確な規定がある。それは，恐らく政
策的な理由から，そのような責任を負わせているのだと考えられる 15。一方， 日本の場合には，
そのような定めがないため，一義的にその結論を出すことができないと考えられる。そのため，
加勝一郎博士の次の論述はもっとも正鵠を得るところだと考える。
「たしかに，自動車を持つような者は，危険物を管理するのだから，管理から生ずる一種
の無過失賀任的な責任を負うのだというように強く解していけば 『その運行Jについても
一般的tl象的な支配があればよいという解釈も成り立たないわけではないと思うのですが，
r 1~1 賠法J 3条もやはり，民法の基本的な考え方の上に乗って挙証責任などで責任を実際に
重くしているのであって，何か具体的に責めるべき点がないと，責任を負わせるのは無理で
はないかという感じがするのです。あとはその有責性ということをどこまで深めていくかの
問題として具体的に考えていけばよい。(中略)私はこういうこまかい字勾の解釈でなく，
実質を見ることによって具体的に責任を認めていけばよいと思うのです。J16 
つまり，保有者の管理上の過失によって無断運転・泥棒運転が可能にならしめられたとき，保
有者の巡行供用者賞任があるか否かを判断するのは，実に自動車という危険物に対する管理義務
をどこまで要求すべきかのである。この判断は，必ずしも一義的に結論を出すことができず，具
体的な事実関係に基づいて判断しなければならない。そして，この判断はむしろ価値判断の問題
であろう。
研究会の検討から見れば， ドイツ道路交通法7条が「自賠法」の立法ないしその後の解釈に，
かなり深い影響を及ぼしたことが分かる。ドイツでは，処分権が法律よの権利であることを必要
とせず，単に事・実的又は経済的な関係において考えられているのに対して， 日本では，これを法
律上の権利として考えている。しかし， r自己のために自動車を運行の用に供する者」という概
念は，法律上の権利という要素を必要としていないため，とらえ方次第では， ドイツのハルター
(Halter)と閉じように解することも可能だと考えられる 17。特に，無断運転に関する判例から，
13 向上・ 20頁(加藤一郎発言)。
14 向上・21頁(加藤一郎発言)。
15 研究会・前掲注(12)・21頁(加藤一郎発言)。
16 同上9頁(加藤一郎発言)。
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ドイツ道路交通法が「自賠法」に深く影響を及ぼしていることがよく分かる。
しかし，後述のように， ドイツ道路交通法には無断運転と泥棒運転に関する明文の定めがある
ため，特に泥棒運転の場合に，保有者がその定めによって責任を負うことがはっきりしている。
一方， ["自賠法J3条，ないし立案担当官の解釈から見れば，無断運転の場合に，保有者がどの
ような責任を負うべきかははっきりしておらず，明文の定めがない場合に，必ずしもドイツ道路
交通法と同じように処理することができないのはいうまでもない。
2.4 小括
(1)前述した「自賠法」立案担当官の見解に基づくと，運行供用者と保有者という地位が，多
くの場合において両者が同一人に併存している。その分かれ目は自動車を使用する正当な権原が
あるかどうかのところにある。つまり，基本的には自動車を使用する権利がある保有者が運行供
用者責任を負う。しかし，使用権がない者が自動車を運転して事故を起こした場合(例えば，泥
棒運転)には，保有者を運行供用者とせず.使用権がない者が運行供用者として責任を負うこと
になる。要するに，一定の限度において，保有者の責任範囲を制限し，保有者以外の者に運行供
用者責任を負わるせるため，すべての場合に，保有者が運行供用者責任を負うわけではないこと
になる。このような立法の手法によって，保有者に一種の無過失責任を負わせると同時に，ある
条件が満たされた場合には，保有者の責任を軽減する。また，自動車という危険物の運行によっ
て引き起こされた損害の賠償原則の一貫性を保つため，保有者が運行供用者責任を負わない場合
に，保有者以外の者(自動車を使用する権限がない者)に同じように運行供用者責任を負わせよ
うとしている。さらに，それぞれに賠償資力を保障するため，保有者，運転者の賠償責任に対す
る責任保険制度，およびそれ以外の者が責任を負うときに対する政府の自動車損害賠償保障事業
の制度が設けられた。後者に対して，最悪の場合にも，責任保険によって得られると同一の保障
を与えることとした 18。このようにすれば，被害者の救済と保有者責任の範囲についてある程度
でバランスがとれると考える。
(2)続いて，責任保険の契約者および被保険者は保有者であり 19 すべての運行供用者が必ず
しも責任保険の契約者と被保険者であるわけではない。つまり，保有者以外の運行供用者は，自
賠責保険ないし任意保険の適用の対象にはなっていない。したがって，自動車を使用する権原の
ない人によって引き起こされた事故にまで，保険から賠償が受けられる場合，保有者が支払う保
険料率が次第に引き上げられることになり.保有者にとって不公平な結果になる m。そのため，
17 同上・ 6頁 (Aの発言)。
18 加藤・前掲注 (9)96頁以下(加藤一郎執筆)。
19 保有者以外に，運転者も被保険者である。
m 政府の自動車損害賠償保障事業の財源は，保険会社および組合が納付することとしている。その負担金が賦課
金である。この賦課金は，自動車保有者が支払う自賠責保険料の中に含まれており，結局，無保険車に対する
罰金以外に，ほぽ自動車保有者の拠出によっていることになる。ただし，この制度は，専ら被害者救済のため
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保有者の賠償範囲，つまり，保険の賠償範囲は一定の限度に制限されていることで，保険料率を
抑える役割を果たしている。
保有者と運行供用者の各概念は，それぞれ重要な役割を果たすために設けられた概念だと考え
られ，この両者を判断する要素，および加害者の損害賠償責任に対する保険の保障が若干異なっ
ている。従って.r自賠法」では保有者と運行供用者とを区別して定められているといえよう。
(3) しかし，実際に紛争を解決するとき，一団の保有者群の中における複数人を運行供用者と
して責任をおわせる傾向，あるいは，保有者以外の人が無資力なため.被害者救済を目的に，迎
行供用者の範囲が拡張され，できるだけ保有者に運行供用者責任を負わせ，自賠責保険ないし任
意保険が適用できるようにする傾向が生まれてきた。立案担当官が当初，運行供用者責任を設け
たのは，泥棒運転のような自動車に対する使用権がない人の運行によって事故を起こした場合
に，保有者の寅任を制限するためである。しかしながら，今日の判例における傾向から見れば，
運行供用者の範囲が拡張され，無断運転だけでなく，泥棒運転まで保有者に運行供用者責任を負
わせる判例が出てきた。言い換えれば，自動車の使用者に自動車に対する使用権があるかどうか
を問わずに，ほとんどの場合に保有者に運行供用者責任が負わされることになり，運行供用者と
保有者の区別が次第になくなってしまうと考えられる。これはむしろ立案担当官の趣旨に背くの
ではなかろうか。
周知の如く.r自賠法」の損害賠償に関する定めは おおむねにドイツ道路交通法にならった
ものである。しかし，責任主体について，両国の定めが必ずしも同じとはいえない。ドイツ道路
交通法では，自動車の保有者 (Halter)を自動車交通事故の損害賠償の責任主体として定めてお
り.r自賭法」のような保有者以外に，運行供用者という概念がない。また，後述のように， ド
イツ道路交通法において，属性が異なる保有者に競合的に保有者責任を負わせようとする構造に
なっておらず，基本的に保有者の択一決定原則を採用している。そのため.r自賠法」が適用さ
れたとき，その責任主体が次第に拡張されてきたような問題はあまり見られない。この点に，責
任主体の択一決定原則を採用しているフランス法も重要な比較法的な意義があると考える。以
下，この両国の立法および判仔肋、ら生まれてきた解釈論を日本の研究者の論文を素材に検討し，
日本， ドイツ，フランス三ヶ国の差異を比較しながら.r自賠法」が施行されて以来の問題点を
より明確にしておきたい。
3 ドイツの自動車責任法における保有者 (Halter)
3.1 責任主体に関する立法の変遷
(1)ドイツの自動車損害賠償責任を強化する立法の試みは.1906年「自動車の運行に際し生
ずる損害についての責任義務に関する法律草案」にみることができる 21。この草案で「企業者」
に設けられてきたことである。政府が被害者の損害をてん補してから，加害者に追及することができる。
21 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座3交通事故j(日本評論社，昭和47年)4頁。
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が賀任主体として提案された。草案に対して，二点の修正を求める反対草案が提出された。その
第二点は損害賠償責任の負担者としてドイツ民法833条にならい，自動車の保有者という観念を
導入することである。すなわち， ["自己のために自動車を運行の用に供する者(自動車の保有者)J
という概念を導入することである。「自己のために自動車を運行の用に供する者」とは， ドイツ
語では["derjenige， fur dessen Rechnung das Fahrzeug betrieben wirdJとなっており，直訳す
れば，r自己のために(又は自己の計算において)自動車が運行されている者Jということになる。
この用語は， r自賠法J3条の「自己のために自動車を運行の用に供する者Jという用語の起源
と思われる 220
(2)こうして，その後の 1908年の草案において，責任主体について.最初から「自動車の保
有者」という用語が使用され， 1909年5月3日付自動車交通法に適用された。 1909年の自動車
交通法は，その後， 1952年12月19日付道路交通安全法によって改正され，その名称も道路交
通法と改められて，西ドイツ連邦法として公布された。そして， 1957年7月16日付法律によっ
て若干改正され，今日に至っている幻。ドイツ道路交通法第7条では，自動車事故に関する損害
賠償責任について，以下のように定めている。
「①，②省略(筆者)。
③何人も自動車を自動車保有者の諒知および同意なしに (ohneWissen und Willen)使用
するときは，その者は，保有者に代わって損害賠償の義務を負う。自動車の使用が保有者の
過失によって可能ならしめられた場合には.その者と並んで保有者も損害賠償の義務を負
う。第一文は，使用者が自動車の運行のために自動車保有者によって雇われている場合，又
はその自動車が保有者によって使用者に委託されている場合には，これを適用しない。J24 
(3)注意すべきは，この条文の第3項は， 1939年の改正前の法文では，運転手の権限外の運
転と第三者の無断運転とを区別せずに責任主体を判断する。このことは1923年の改正法も同様
であった。 1923年の法文によると，保有者の諒知および同意なくして自動車を使用した者は保
有者に代わって賠償責任を負うが，かかる使用が保有者の故意・過失によって可能にされたとき
は，使用者とともに保有者も損害賠償義務を負うものと規定され，保有者の諒知なくして自動車
を使用した者のなかには 無断運転をした第三者のみならず権隈外の運転をした運転手も含ま
れると解釈された 250 しかし，いやしくも 運転手を信頼して自動車の運転を任せた以上は，そ
の信頼を裏切って権限外の運転をした場合に，保有者が信頼した者の選任について責任があるた
め，保有者が責任を負うことが，疑もなく国民の法感覚に適合する 26。このような趣旨に基づい
22 同上 '9頁。
23 向上・ 12頁。
M 向上・12頁。
お山四歳「ドイツにおける自動車責任」比較法研究 (1956年13号)32頁以下o
m 山田・前掲注 (25)3頁「注2)J参照。
-297-
て， 1939年の改正法は， 自動車保有者は，運転手の権限外の運転についても責任を負うことと
した 27。
3.2 保有者の確定
すべての所有者が，必ずしも保有者ではない。判例は民法典833条の動物保有者の解釈おを
基礎として，自動車の保有者とは，自動車を自己の計算で使用し，かっ使用の前提となる車への
支配力を有している者をいうと定義し，またこの支配力の要件は自動車をいつ，どこで，どの運
転者によって，どんな目的で運行するかを事実上決定しうることで充足されうるものとしている
とされる 29。また.この要件を完全に具えた者がいないときは，比較的適う者を保有者と解すべ
きであろう 30。
つまり， ドイツ道路交通法における自動車事故損害賠償の責任主体について， r択一的決定の
原則が貫かれており，属性異質の責任主体(たとえば，所有者と借受人)の併有競合性は認めら
れていないJ31。これについて，普通， ドイツ道路交通法7条第3項前段は，同一の事故につい
て関与の程度が異なる責任主体は認められていない趣旨であり 32 その後段(自動車の使用が保
有者の過失によって可能ならしめられた場合には，その者と並んで、保有者も損害賠償の義務を負
う)において，保有者が無断運転者とともに責任を負うと定めているのに，ここの保有者資任が
自動車の管理上の過失による管理責任であるためである 33。後者の場合に，保険会社が被害者に
保険金を支払ってから，無断運転者に求償することができるということが見逃すことは出来ない。
また， ドイツ道路交通法では，誰が責任主体たる保有者かは，事故時の運行への関与とは直接
的関係のない一定の保有者属性によりまず決定される。このような保有者属性は，例えば，所有
権者，賃貸借関係等を，考慮すべきである。これらの保有者属性がある者が，責任を負うために
必要な事故時の運行への関与がどれくらいであるべきかについてはそれとは別に定められてい
るヘこれは明らかに属性の異なる保有者をもそれぞれの権能で事故時の運行に加わっていたこ
とを根拠に，競合的に保有者責任を負わせようという法構造にはなっていないといってよい 35
(なお，ある車の保有者属性が複数の者に共同帰属する場合において，例えば共有権者の場合，
27 野田良之「ドイツに於ける自動車交通法の改正と義務保険制度の創設一一自動車f{任法の比較法資料」法学協
会 (58巻12号)87頁。また.山田・前掲注 (25)3頁以下。
28 山田・前掲注 (25)29寅「注4)J参照。
29 坂本武愈「運行供用者責任の法構造」北大法学論集(昭和63年.妨38巻第5・6合併号下巻)1516頁。
30 山田・前掲注 (25)28頁。
31 加藤・前掲注 (5)257頁(木宮高彦執畿)。
32 向上・ 257頁(木宮高彦執筆)。
33 同上.273頁「注4)J参照(木宮高彦執鍛)。
34 これに関する判例は，山田農「ドイツにおける自動車紫任」比較法研究(1956年13号)28頁以下が参照でき
る。
35 坂本・前掲注 (29)1517頁。
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一人の保有者が損害を起したとしても他の保有者に道路交通法7条を援用して費任を問うことは
できないとされる)360 
3.3 小括
(1) ドイツ道路交通法における保有者概念の決定にとって事実的・経済的な関係が重要な意義
を有するものであり，権利関係は決定的意義を有するものではない。判例と通説は. I自動車を
自己の計算において使用し，かっかかる使用を前提とするところの自動車についての処分権を有
する者が自動車の保有者とみなされるべきであるJ37との原則が発展せしめられた。保有者の資
格は，法律的な関係から生ずるものではなく，経済的および、事実的な関係から生ずるのである。
そのため，自動車に対する事実的な運行支配と運行利益という 2つのメルクマールが判断基準に
なる 380
ドイツ道路交通法の保有者と「自賠法」の保有者は必ずしも同じとはいえない。「自賠法」に
おける保有者の概念は.I自賠法J2条で定められている通りに所有者等の使用する権利を有
する者がその要素である。保有者について，学説と判例にあまり論争がないが，責任主体たる運
行供用者が論争の焦点になる。通説に基づいて，運行供用者の確定について，通行支配と運行利
益が2つのメルクマーjレである。このメルクマーlレから見れば， ドイツ道路交通法における保有
者概念は「自賠法jの運行供用者概念とよく似ている。ただし「自賠法」における運行供用者
を確定するとき，運行供用者の範囲が拡張され，運行支配と運行利益が広く解釈されてきた。ド
イツ道路交通法の「事実的な」運行支配と運行利益の基準と比べると， 日本の基準がかなり緩や
かに解釈されてきた。
(2) また， I自賠法」では， ドイツ道路交通法のように，責任主体の択一的決定を原則として
いなし主。保有者は常に数人であり，既述した通りに，保有者に運行供用者責任を負わせる傾向が
あるため，たとえ泥棒運転のような場合であっても，保有者に運行供用者責任を負わせる判例が
少なくない。このようにして，運行供用者の範囲が一層拡張され，数人が競合して保有者とされ，
運行供用者責任が負わされる判例も少なくない。
(3)さらに，既述したドイツ道路交通法における責任主体に関する立法の変遅から分かるよう
に， 1939年の改正法は，運転手の権限外の運転と第三者の無断運転とを区別して，責任主体を
判断するとしている。つまり，属性異質の責任主体の併有競合性を認めない択一決定原則に基づ
けば，運転手の権限外の運転の場合において，保有者に責任を負わせることができず，若干不都
合が生じるといわざるを得ない。そのため，原則的には保有者を択ーに確定する一方， 7条3項
後段の条件を満たした場合には，保有者が運転者と同時に責任を負うことになる。第三者運転の
36 同上・ 1518頁「注 (8)J参照o
U 吉野・前掲注 (21)14頁。
お同上・ 14頁。
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場合に，保有者が責任を負うかどうかの分かれ目は，運転手に自動車を運転する権限(保有者の
諒知および同意， また雇用，委託関係)があるかどうかということである。
この点から見れば.r自賠法J2条.3条の趣旨はドイツの 1939年改正後の条文の趣旨と同じ
だといいうる。保有者ないしその運転者に，自動車を運転する権利があるため，事故を起こした
場合，保有者が責任を負うことになる。それに対して，自動車を運転する人に運転の権利がない
とき，保有者は強化された責任を負わない。ただし，保有者の過失によって，その権利のない運
転を可能ならしめた場合に. I自賠法」では保有者が強化された責任を負わないが，民法による
過失責任を負う可能性がある。これに対して， ドイツ道路交通法7条3項では，運転者「と並ん
で保有者も損害賠償の義務を負うJと正面から定めている。この点は両法の大きな区別である。
(4) r自賠法」の立法作業は，昭和25年頃から本格的な検討が始め1られ，昭和30年7月29日
法律第97号をもって制定・公布された 39。この 1939年の改正法は「自賠法Jが制定された直前
に改正されたため，その改正前の問題点およびその改正法案が「自賠法」の制定にとって，非常
に重要な影響を与えたことはいうまでもない。このことは，前述の研究会の発言からもよく見て
とれる。また， ドイツの責任保険制度は.1909年当時設けられていなかったため.当時，保有
者という概念は，責任保険の保険契約者および被保険者たる者として重要な役割を担う者とされ
る必要もなかった。保険の見地から見れば，保有者以外の者について 被保険者の範囲から排除
する必要もないため，とくに保有者以外に運行供用者のような概念が定められていなかったので
あろう。
したがって，形式的に見れば.r自賠法」では，権限がない者と権限がある保有者を合わせて
運行供用者責任を負わせることにしているのに対し， ドイツ道路交通法には運行供用者責任とい
う統合的な概念がない。また. I自賠法」では政府保障事業の制度が定められたため， どのよう
な場合であっても.被害者にある程度の賠償が確保できるような制度が設けられた。この点から
見れば.r自賠法」のほうがより優れていると考えるべ責任の分配からいえば.保有者の過失
によって自動車の使用を可能ならしめた場合のほか，両法の定めには大差がないと考える。
(5)問題は，むしろ責任主体の択一決定の原則がなぜ「自賠法」に採用れなかったのかのであ
ろう。この点について，立案担当官の説明から明らかにすることはできないが，既述した通り，
「通常この責任者は，・・・…自動車の使用にかかる広範な者を含むことになる(ただし.事故のと
きの責任者は，多くの場合，それらの中の一人に限定されることは，いうまでもない)J 41。これ
から見れば，立案担当官が明確に択一決定の原則に賛成することを表していなかったが，多くの
場合に，責任主体は一人だと考えていたように思われる。しかし，現在の判例は，択一決定原則
39 川井健・宮原守男・小川昭二郎・塩崎勤・伊藤文夫編『新版注解交通損害賠償法U(背林書院.197年)4 
頁(松本朝光執筆，飯村敏明補筆)。
40我妻栄「自動車損害賠償保障法について」比較法研究 (1956年13号)18頁以下。
41 運輸省・前掲注(1)29頁以下。
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を認めておらず，多くの場合に，複数の者が運行供用者として責任を負わせることになっている。
それについて，後の判例の変遷の部分で検討する。以下，先ず，択一決定原則を採っている典型
例たるフランス法における交通事故の責任主体の確定を参照しながら.i自賠法」と比較して検
討したい。
4 フランスにおける自動車事故の責任主体
4.1 保管者の確定
日本とは異なり.フランスにおいては.自動車交通事故の損害賠償に関する特別立法がない。
その代わりに.民法典の 1384条l項の無生物責任の条文を広く解釈し，判例を通じて自動車交
通事故の無過失責任を確立してきた。その責任は 「人は自己の保護の下にある物により惹起さ
れた損害についても責任を負うJ42という保管者の責任である。この条文を通じて，無過失責任
の法理を明らかにしてリーデイング・ケースとなったジャンドウール (Jand'heur)判決が，次
のように判示した。
「他人に対して損害をひき起こした無生物をその保管の下におく者に対して民法典1384条
l項によってなされる責任の推定は，偶然または不可抗力あるいはその者に帰せしめられな
い外部原因の証明によってしか，破られない。その者が如何なるフオートをも犯さなかった
こと，あるいは損害惹起行為の原因が不明である，ということを証明するだけでは十分でな
い。……1384条は責任を物の保管に結ぴつけ，物自体に結び付けているのではないから，
物がその性質に固有で損害をひき起こしうる欠陥を有していることは必要でない。J43 
その責任主体たる保管者の決定方法について，条文では明言していない。その代わりに，参考
とされたのが，動物が惹き起こした損害の責任主体を「その所有権者またはその使用中にあって
はそれを使用する者」と定める 1385条であった。すなわち，①所有権者が保管者であるのが原
則であり，またそうであるものと推定される 4。②所有権者は物の所持のための権利を他のもの
に与える契約(例えば賃貸借契約)の履行として保管が実際に契約の相手方に移転していたこと
を証明して責任を免れることができ，この場合にはその相手方が所有権者に代わって保管者とし
て責任を負う 450
しかし，使用関係，または泥棒運転の場合，自動車に対する保管は移転されるかどうかについ
て，問題が残る。判例は. i保管者とは物に対して使用権だけでなく統制支配権を有する者をい
うとし，そして被用者が服する使用関係は彼が職務の行使において用いる物に対してこれらの権
利を独立にもつことを許さないからこの者に保管は移転せず依然として使用者が保管者であると
42加藤・前掲注 (5)257頁(木宮高彦執量産)。
43 淡路剛久「フランスにおける交通事故賠償法の新たな展開J立教法学(有斐閣， 1986年26号)24頁。
44 坂本・前掲注 (29)1510頁以下。
45 向上・ 1511頁。
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していたとされるJ46。一方，泥棒運転のような場合には，泥棒は法的には自動車についてなん
らの統制支配権を取得するものではないから，所有権者が無生物責任を負うべきかどうかについ
て，疑問が存在する。この疑問について，破致院連合部判決は， ["窃盗の遂行により自動車の占
有を侵奪されたFranck(所有権者一筆者)は 事故が生じた際に当該自動車に対し如何なる監
視を行うことも不可能であったと宣告している。この事実認定からは自動車の使用，支配そして
統制を蒋われたFranckはもはやその保管を有しておらず，従ってもはや民法典1384条l項に
定められたi!i任推定に服していなかったこととなるのであJ47ると判示して，所有権者の無生物
質任を否定した。
4.2 保管者の択一決定原則
保管の移転，蝶失，取得が問題となった一連のケースにおいて， i保管者は択一決定を要し重
複するものにあらず (Lagarde est alternative et non cumulative) Jという原則が認められてき
たへつまり.物に対して異なる権能(例えば，所有権と賃借権者)に基づいて支配力を有して
いるものが，共同保管者とされるべきではなく，必ずどちらか一方が保管者とされなければなら
ない 490
しかし，保管者の択一決定原則に基づくと，ある場合に不都合を生ぜしめる。例えば，物が被
用者以外の第三者に委ねられている時にその物の内部的確庇が原因となって事故が生じた場合に
は，択一決定原則に基づいて，物の支配力を有した人は第三者であり 無過失責任主義の 1384
条l項によれば.たとえ第三者に過失がなくても，責任を負わなければならない。この結論につ
いて，事・故の原因が物の内部的暇庇である場合には，第三者にとって過酷だといわざるをえない。
このような不都合な結論を回避させるために，フランスの学説において，構造上の保管 (garde
de la structure)と行態上の保管 (gardedu comportement)の説が主張され，事故原因によっ
て択一的に保管者を決定する印。さらに，保管者の択一決定の困難を回避させるために， Starck 
教授の主張が有力になる。その主張の中心的な内容は次の通りである。すなわち，自動車交通事
故の責任が物に結びつける責任から，自動車の損害ある活動そのものに結びつける責任に変換
し，自動車が複数の者の活動する領域にある場合には，これらの者は.被害者に対して各自全部
義務を負うとする主張である 510
46 向上.1511頁。
47 向上.1511頁。
48 向上.1512頁。
49 向上・ 1512頁。また，複数の者が物に対して同じ機能で支院力を行使している場合，共同保管者として，そ
の物から生じた損害につき各自が保管者責任を負うことになる。
関坂本・前掲注 (29)・1512頁以下。
51 向上.1513頁以下。
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4.3 小括
(1)フランスにおいて，自動車交通事故の損害賠償に関する特別立法がないが，判例では，民
法の無生物質任の条文を広く解釈し，自動車交通事故の無過失責任を確立してきた。もちろん，
1804年に公布された民法典の起草者が，そのょっに考えていたといつのでは決してない。当時，
この無生物責任として考えていたのは，動物により惹起された損害と建物の崩壊により生じた損
害の2つだけである。しかし，その後の急激な機械力の発展のため，被害者救済の要請が生み出
され. 1384条1項に無生物責任の法理を導く独自の意義が「発見」された 52。したがって.r自
賠法」のように，特に保有者と運行供用者責任を分けて定める必要がない。また，交通事故賠償
に関する責任保険制度は.1930年7月13日の陸上責任保険に関する法律によって整備され，そ
の後. 1958年2月27日法は義務的自動車責任保険制度を導入した臼。そのため.r自賠法」の
ように，保有者が責任保険の締結者および被保険者として役割を担う者が，民法典には特に設け
られていなかった。
(2)続いて，フランス法における自動車損害賠償責任は，物に結びつける責任である。その責
任主体の判断は，物に対する独立な統制支配権を基準としてあげられる。そのため，責任主体の
決定について.r保管者は択一決定を要し重複するものにあらず」という原則が認められてきた。
ところが， ドイツ道路交通法において，物に結びつける責任ではなく，自動車の運行に際し，生
ずる損害を賠償する責任であるため，自動車の運行という危険な行為に結びつける責任だと考え
られる。この点から見れば.r自賠法」の趣旨は， ドイツ道路交通法と閉じである。ただし， ド
イツ道路交通法においては，原則的に責任主体を択ーに決定することになり，例外的に， ドイツ
道路交通法7条3項の条件が満たされた場合には，保有者と無断運転者を競合して責任を負わせ
ることが可能である。ドイツ法とフランス法ともに，責任主体の択一決定原則を認めてきたが，
絶対的択一決定原則に固執すると 実際の紛争を解決するときに それぞれの不都合が生ずるこ
とがある。そのため， ドイツは.1939年の改正法によって，その原則を若干修正した。フラン
スでは，新たな解釈論あるいは主張を通じて，その解決策を探っている。その中の一つは， ドイ
ツ道路交通法の手法と同じように 物に結びつける責任から，運行という行為に結びつける責任
に変化する主張である。
(3)一方.r自賠法」の立法の手法としては， ドイツ道路交通法と閉じように，自動車の運行
行為に結びつける責任の趣旨を採用することであるが，なぜ， ドイツ道路交通法のように責任主
体の択一決定原則が採用されていないのかを検討する必要がある。ドイツ道路交通法において，
責任主体を判断する基準として，自動車に対する事実的な運行支配と運行利益があげられる。そ
れに対して.r自賠法」が施行されて以来，その判断の基準とする運行支配と運行利益がかなり
緩やかに解釈され，責任主体とされる者の範囲が次第に広がってきた。また.r自賠法」施行前，
52 向上・ 1509頁。
53 淡路・前掲注 (43)30頁。
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自動車交通事故責任の問題は，専ら民法715条の問題として処理されてきた代 715条の「事業
の執行についてJ(旧条文の「事業ノ執行二付キJ)を広く解釈して，使用者の責任をより容易に
認めてきた。これは， 日本の「自賠法」の立法がドイツの道路交通法の立法より， 40年以上遅
れたため，解釈論を通じて，民法典の条文を広く解釈しなければ，被害者の救済にとって不合理
だといわざるを得ないからである。一方， ドイツの交通事故損害賠償の特別立法は， 1909年に
すでに完成していたため，日本のように民法典の使用者責任を広く解釈することを通じて，被害
者の救済を実現する必要がなかったといえる。そのため 後述しているように，本来使用者賞任
の解釈は「自賠法」施行後も，依然として運行供用者の判断について，大きな影響を与え，次第
にその範囲が拡張されてきた。以下，判例の変遷を通じて，その流れを明らかにしておきたい。
5 半Ij例の変遷
交通事故損害賠償の責任主体とされる者の範囲が拡張される傾向は，すでに「自賠法」施行前
から現れていた。「自賠法」が施行されてから，そのような傾向にしたがい，責任主体とされる
者の範囲がさらに拡張されてきた。例えば，無断運転について，ほとんどの場合には，保有者が
運行供用者責任を負う。このような結論を支えるために，学説と判例では，主観説と客観説が提
唱される。特に客観説が，運行供用者の認定が，かなり容易になるため，この説が泥棒運転の場
合にも適用される。判例でも新たな動きが現れ，泥棒運転の場合に，保有者の運行供用者の責任
が認められる。以下，このような判例の流れを検討する。
5.1 r自賠法」施行前
「自賠法」施行前，自動車交通事故責任の問題は，専ら民法715条の問題として処理されてき
た55。民法715条は， rある事業のために他人を使用する者」に.その「被用者がその事業の執
行について第三者に加えた損害」について賠償責任を負わせる規定である。特に， i事業の執行
についてJに関して，議論が展開され，被用者の行為が使用者の「事業の執行についてJに当た
るかどうかについて，判例の認定が次第に広げられてきた。この問題は，周知の如く，取引行為
と事実行為とに分けて，論じられてきた。事実行為の場合，最も問題となるのは，自動車の運転
事故である。被用者の行為が事業の執行についてなされた場合に，使用者に責任を負わせるのは
当然である。しかし，被用者がその地位を濫用して事故を起こした場合， i事業の執行について」
に当たるかどうかによって，被害者の救済にとって，大きな差異が出できた。これについて.ま
ず，判例を検討する。
54 茅沼英一「運行供用性の基礎としての運行支配と運行利益」吉岡進編『現代損害賠償法講座3交通事故j(日
本評論社，昭和47年)76真。
5 向上・76頁。
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5.1.1 r事業の執行についてJを狭く解釈した判例
判例は，かつては. ["事業の執行について」を狭く解していた。例えば，大刑判大正8・1・21
判決は，会社が見習運転手の単独運転を厳禁していたが，被用者の見習運転手が他の運転手の不
在中に，単独で自動車を運転し事故を起こした事件について，使用者としての会社の責任を否定
した 56。また，会社の被用者である大工などが，会社の台車を運転して勤務から帰る途中事故を
起こした場合に，原審は会社の責任を認めたが，大審院は，被用者の運転が会社の事業の執行と
いかなる関係にあるかを調べよう，として原判決を破棄差戻した 57大刑判大正 11・12・16判決
がある。
5.1.2 r事業の執行についてJを広く解釈した判例
その後，取引行為に関する判決において，大判大正15・10・13の大阪電軌庶務課長株券偽造
事件連合部判決は. ["事業の執行についてJの範囲を拡大したものとして，画期的な判決だとい
わなければならない 580 ["いわゆる，外形標準説つまり行為の外形が職務執行行為にあたるか否
かによって判断するという態度をとるにいたり，今日では事業の執行に属する行為は極めて広い
範囲で認められているJ590 学説も，外形標準説をとり，広く「事業の執行について」を認定し
てきた。
やがて，外形標準説が，自動車交通事故のような事実行為の場合にも適用された。例えば，運
転助手が単独運転し，他人に損害を加えた場合に，損害は「必ズシモ使用者ノ命令又ハ其ノ委託
シタル事業ノ執行行為自体若ハ其ノ執行ニ必要ナル行為ヨリ生ジタル損害ノミヲ指称スルニ非ズ
シテ使用者ノ行為ガ当該事業ノ一範囲ニ属スル以上使用者ノ指揮命令ニ違背スルトコロアルモ其
ノ行為ヨリ生ジタル損害ヲ」ωも含むとして，事実行為の場合に外形標準説を採用した大判昭7・
9・12判決がある 61。最高裁は，最判昭 30・12・22判決において，通産省の自動車運転手が大
臣秘書官を私用のため乗車させた運転中の事故の場合に，私用のためなされた運転であっても，
なお運転手の職務行為の範聞に属するものとしているものであり，使用者(国)の責任を認めた
原審判決を支持した 620
5.1.3 小括
以上から分かるように，判例は，使用者責任の要件としての「事業の執行について」を緩やか
56 我妻栄編著「事務管理・不当利得・不法行為J(判例コンメンター ル百)(日本評論新社， 1963年)274頁。ま
た，刑録25巻42頁。
57 加藤・前掲注 (9)289頁(森島昭夫執筆)。
58 我妻・前掲注 (56)271買。また，民集5巻785頁。
59 加藤・前掲注 (9)283頁(森島昭夫執筆)。
ω 民集1巻 1765頁。
61 加藤・前掲注 (9)289頁(森島昭夫執筆)。他は，大判昭 13.2.12判決がある(民集17巻203頁)。
62 加藤・前掲注 (9)290頁(森島昭夫執筆)。他のケースは例えば，最判昭34・4・23判決(民集13・4・
523).最判昭37・11・8判決(民集16・11・2255).最判昭和39・2・4判決(民集18・2・252)。
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に解した外形標準説に基づき，被害者の救済を容易に実現してきた印。そして，判例は，使用者
責任を認めるにあたって「行為の外形」を強調し，運転者の私用運転，担当の職務以外の運転の
場合にも.i業務の執行について」にあたるとして，広く使用者の責任を認めてきた。 715条は，
「近代の大企業者が，大きな危険を内包する工場等の施設をもって，多大な利潤を収めながら，
一方，この企業の運営によってほとんど不可避的に発生する事故にかんして，その直接の加害者
たる被用者だけに責任を持たせるということは，公平の見地から見て妥当ではなく，その利益の
帰属者たる企業者にも責任を負わせようとする趣旨から設けられた規定である」へまた，賠償
を実質に確保するために，賠償資力のある使用者を賠償義務者とすることは，被害者にとって有
利だといわざるをえない。つまり，被害者救済のため，外形標準説を通じて.715条の「事業の
執行について」をより広く解釈し，できるだけ使用者に責任を負わせ，使用者の責任範囲を拡大
させようとする傾向があることは. 1.主目すべきである筋。しかし，民法715条にはそれ自体に内
在する理念によりこれを拡張解釈するに当っても自ら制限がある。このような制限を克服するた
め. i I~I 賠法」が制定された。
一方，前述の判例において，使用者責任が負わされた使用者についてみると. i自賠法」のい
う保有者にほぼ該当し，被用者も「自賠法J2条で定める運転者に大イ本当たる。このように比べ
ると，迎!I医者が無断運転の場合に，保有者に運行供用者責任を負わせることは，被用者が無断運
転の場合に使用者に使用者責任を負わせることによく似ているといえよう。そのため.i自賠法J
の施行前の使用者責任拡張の傾向は，その後，保有者の責任範囲の拡張，及び運行供用者の範囲
が広げられる学説と判例の動きに対して，大きな影響を及ぼしていると考える。以下，無断運転
と泥棒運転に|期する判例を中心に 6 i自賠法」が施行されてからの判例の動きを検討する。
5.2 r自賄法J施行後
5.2.1 無断運転に関する判例の傾向
「自賠法Jが施行された当初，原告側では，依然として715条で問題を解決しようとする傾向
がみられた。特に自動車交通事故により人損の被害を受けたものが，加害車両の運転者でない所
有者等に対し.i自賠法J3条ではなく民法715条に基づいて請求する例が多かった 67。その原
63 森島昭夫「不法行為法講義J(有斐閣.1987年)39頁以下。また判例の詳細については，加藤一郎『不法行為
(増補版)j (有斐閣，昭和32年)182貰以下。
64 運輸省・前掲注(1)24頁。
筋肉上・ 24頁。
6 運行供用者賞・任の賛任主体の拡張する動きが無断運転と泥棒運転のような場合だけに見られるではない。例え
ば，無資力の子供の所有車に引き起こした事故に対する親の責任のような場合にも見られる。しかし，ドイツ.
フランスないし「自賭法」が制定された前の識論の焦点などを考えると，無断運転と泥棒運転のような場合は
ー香典型例である。その後，多くの解釈論はこの2つの典型例カ、ら生まれてきたため，本稿以下，この2つの
典型例を中心に，検討する。
67 加藤・前掲注 (9)273頁(森島昭夫執筆)。
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因は.当時.r自賠法」の規定が当事・者に周知されておらず.r自賠法」は自動車損害賠償保険の
みに関する法律だと誤解されたためだと思われる 680 さらに， もう一つの原因は，無断運転の事
例について.第三者の無断運転の場合には • r自賠法J3条に基づいて，保有者の「自己のため」
と認定できるかどうか，すなわち，保有者の運行供用者責任があるかどうかについて，明らかに
されていなかったためである。したがって.r自賠法J3条より，従来どおり民法715条に基づ
いて請求したほうがより確実に賠償されると思われたからであろう。以下，無断運転に関する判
例を中心に，保有者の責任範囲と運行供用者の範闘が拡張されてきた動きを検討する。
5.2.1.1715条を適用した事例
「自賠法」が施行された最初の頃に.運転手による私用運転や泥棒運転などの場合には，被害
者側が，民法715条に基づき請求し，裁判所も民法715条に基づいて判決を下したことが多かっ
た。
例えば，自動車の販売等をする会社の販売課に勤務する被用者が，退社後，映画見物をして帰
宅のための最終列車に乗り遅れたため，私用に使うことが禁止されていた会社内規に違反して，
会社の自動車を運転し帰宅する途中，追突事故を起した事案の最高裁判所第三小法廷昭和39年
2月4日判決69では，最高裁はr<前略)民法715条に規定する『事業ノ執行ニ付キJというのは，
必ずしも被用者がその担当する業務を適正に執行する場合だけを指すのでなく，広く被用者の行
為の外形を捉えて客観的に観察したとき，使用者の事業の態様，規模等からしてそれが被用者の
職務行為の範囲内に属するものと認められる場合で足りるものと解すべきであるとし・…・被用者
である上告人の本件不法行為につき使用者である上告会社がその責任を負担すべきものであると
した原審の判断は，正当である」と判示した。
これと似ている判決は，東京高等裁判所昭和36年4月10日判決70 最判昭和43年9月27日
判決71等がある。いずれにしても，私用運転に関する事例である。
5.2.1.2 r自賠法J3条を適用した事例
原告側が民法715条のみを主張したが，裁判所が.r自賠法J3条を民法ないし民法715条の
特別法であるとして，これを優先に適用した事例がある。
(1)大阪地方裁判所昭和39年10月15日判決72勺は，原告側が被告会社Y2は民法715条に
よる損害賠償義務あると主張したが裁判所が「右請求はまず民法第715条の特別規定である自
動車損害賠償保障法第3条の規定によるものというべきであるJ73と判決を下した。これと似て
いる判決は，例えば，東京地判昭和34年3月24日判決円千葉地判昭和37年 10月27日判
68 同上・ 273頁(森島昭夫執筆)。
69最高裁判所民事判例集18巻2号252頁，判例時報362号23頁，判例タイムズ159号181頁。
70判例時報263号2頁，高等裁判所民事判例集14巻3号.27頁。
71 判例時報534号53頁，判例タイムズ27号15頁。
72 判例時報408号42頁。
73 向上・42頁。
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決75 大阪高判昭和37年7月26日判決76等がある。
(2)また，この問題に関する最初の最高裁判決である最高裁昭和39年2月1日第三小法廷の
判決は，重要な先例的意義がある。
【事実の概要]Y協同組合(被告・控訴人・上告人)の運転手A(被告・控訴人)が，自動車
の鍵を無断で持ち出して運転する途中.歩行者Cに衝突し死亡させた事件である。第一審は， A
については民法709条により， Yについては「自賠法J3条により，責任を肯定。原審もこれを
支持する。 Yのみ上告。
【判旨]上告棄却。「原審は，自動車損害賠償保障法の立法趣旨並ぴに民法715条に関する判例
法の推移を併せ考えるならば，たとえ事故を生じた当該運行行為が具体的には第三者の無断迎転
による場合であっても，自動車の所有者と第三者との聞に雇傭関係等密接な関係が存し，かつ日
常の自動車の運転及び管理状況などからして，客観的外形的には前記自動車所有者等のためにす
る運行と認められるときは，右自動車の所有〔者〕は『自己のために自動車を運行の用に供する
者Jというべく自動車損害賠償保障法3条による損害賠償責任を免れないものと解すべきである
としJ7，原審の右判断は正当である。
[考察]本判決以前において，無断運転に関する下級審の判例では，大別して二つの見方が採
用されている。一つは，無断運転の場合には，その運行は利用権者のためになされているとはい
えないとしつつ，無断運転が利用権者の責に帰すべき原因によって可能にされたと認められる場
合には，利用権者も無断使用者とならんで3条の責任を免れないとする主観説である。これに対
して，もう一つは， r自己のために」を客観的に解しようとする客観説である。その中にもふた
つのものが区別される。すなわち，①運行供用者は抽象的・一般的にその地位にある者を指し，
第三者の無断運転の場合にも，その第三者との身分関係その他により抽象的・一般的にその地位
にあると認められるときは，責任を免れないとするものである。及び，②自巳のためにする自動
車の運行に当るか否かは，具体的運行が一般的・抽象的にその人のためにするものと認めうるか
いなかによって判断すべきである，とするものである。
本件最高裁の判決は， r客観的外形的に」所有者等のためにする運行と認められるときは，自
動車の所有者は運行供用者というべく，と判示しているため，前述の客観説の②に属するものと
いえよう。また，判旨で示したように， r自賠法J3条の責任主体を認定するとき，民法715条
に関する判例法の推移を考慮して， 715条に関する外形標準説を援用して，無断運転の場合の保
有者の運行供用者責任を肯定した。本判決以後の下級審判決の中には，本判決の基準に従うもの
も少なくないようであるが，保有者の運行支配を喪失する原因を立証しないかぎり，抽象的・ー
74 判例時報18号28頁。
75 判例タイムズ139号103頁。
76 下級裁判所民事裁判例集13巻7号1568頁。
77 民集18巻2号315頁。
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般的に定まった利用権者は運行供用者責任を免れないとして立証責任の転換を通じて，保有者の
運行供用者責任を判断する一群の判例が出現している。しかし，いずれにしても，判例では客観
説のほうがより有力である。この点から見れば，従来の民法715条の外形標準説は，その後の「自
賠法J3条の解釈に，非常に大きな影響を及ぼしているといわざるをえない。
5.2.1.3 小括
現在，無断運転のような場合に.715条を適用して損害賠償を請求することはまれであろう。
前述の最高裁昭和39年判決の趣旨に基づいて，無断運転者と保有者の人的関係がある場合に，
両者の人的関係， 日常の自動車の管理状況，無断運転の時間・距離等を綜合的に考慮して，広く
保有者の運行供用者責任を認めてきた。
前述の主観説の主張は，ドイツの道路交通法7条3項の定めとよく似ている。しかし「自賠法」
では， ドイツ道路交通法のように明文の定めがない場合には，保有者の責に帰すべき原因によっ
て無断運転が可能ならしめた時，保有者の運行供用者責任を免れないという主観説の主眼の根拠
は乏しいであろう。むしろこのような場合に，一般的な過失責任を負わせたほうがより適切だと
考える。この点から見れば，従来の判例の流れにしたがい，客観的・外形的(あるいは.一般的・
抽象的)に「自分のために」を判断している客観説の主張は，実務上において納得しやすいと考
える。しかし従来715条の外形標準説が自動車交通事故という事実的な事例に適用されたのは，
むしろ当時の自動車交通事故の損害賠償に関する特別立法が他の国より遅れており，被害者救済
のために.715条を広く解釈して適用してきたことを見逃すことができない。確かに， もし被害
者救済を趣旨とする「自賠法Jの救済は，以前の民法715条より狭くすると，その趣旨に背くと
いう批判が免れない。さらに，原告側が「自賠法」を適用せずに 従来の 715条に基づいて賠償
を求めることになるのは当然である。ただし「白賠法Jが定められてから運行支配と運行利益
の基準をどのように解釈して，無断運転のような事例をどのように解決すべきか，及び保有者が
車の危険をどこまで管理すべきか，その保有者の責任をどこまで追及すべきかという問題を，再
検討する必要があると考える。
一方，無断運転に関する学説・判例の動きが，その後，泥棒運転に関する学説と判例に影響を
及ぼしている。以 F.このような判例を検討する。
5.2.2 泥棒運転に闘する学説と判例の動き
従来，泥棒運転の場合には，保有者の運行供則者性は否定されていた。すなわち，泥棒運転は
保有者の運行支配を喪失させる典型的な場合であり， したがって，保有者は「自賠法J3条の責
任を負わず，民法の不法行為責任を負うことがあるにすぎないとする見解が通説である 78。しか
し最近では. I自賠法J3条の適用を肯定する考え方が強く出されてきている。判例・学説の
みならず自賠責保険実務においてさえ，保有者の保管上の帰責事由が認められる泥棒運転の場合
78 加藤・前掲注 (9)101頁(加藤一郎執筆)。
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には.保有者にも迎行供用者責任を認める方向にあるといわれている 79。
「自賠法J3条の滴用を認める考え方は，主にニつの方向から示されている。つまり，客観的
容認説と管理貿任説である。管理責任説は「危険物たる自動車を管理・制御することをも運行支
配の内に包合されることになり 保有者の管理上の過失があって 第三者の無断運転がされた場
合は.運行供用者賞任において処理しうる」ωと構成される。客観的認容説は，保有者に管理上
の過失があったために泥棒運転が可能となった場合に 法律構成としてはこの過失を運行支配の
枠内に組み込み，過失の有無の判断基準を，車の保管状況からみて，客観的に第三者の運転を容
認したものと認められるか否か，におく考え方である 810学説におけるこのような動きに伴い，
判例には同じように新たな動きが見られた。
5.2.2.1 下級審における新たな動き
上述の管理H立任説と客観的認容説に基づいて， r自賠法J3条の責任を認めた裁判例としては，
大阪地方裁判所昭和 45年5月28日判決がある。本件は，訴外運転手が被告タクシー会社から盗
んだ車両を迎転中に交通事故を起こしたことにつき，原告が，本件車両の所有者である被告タク
シー会全uこ対し， 陸1I脂質法の運行供用者責任，及び，車両管理上の過失による不法行為賀任を主
慌して， H'l害賠償等を求めて提訴した事案において，自動車を管理する者は，保管を厳重にして
未然に危険を防止すべき注意義務があるところ，被告会社は lか月前にキーを差し込んだまま構
内に車両を!駐車して第三者に盗まれた重過失があり，無断運転者が第三者に対し損害を与えうる
ことは容易に予測でき，被告の被用者たる運行管理責任者及び警備員の過失に基づく損害につ
き，被告は民法715条により賠償義務を負い，また，自賠責法上の運行供用者責任も負うと判示
して， ~I~>j(を一部認容した事例である 82。
このような判決は，また，大分地判昭和46年3月31日判決，大阪地堺支判昭和 46年7月 15
日判決，札幌地判昭和 55年2月5日判決などがある。さらに，自賠責保険実務においでさえ，
保有者の保管上のj品質事由が認められる泥棒運転の場合には，保有者にも運行供用者責任を認め
る方向にあるといわれている。ただし，最高裁は，泥棒運転の事例について，依然、として慎重に
扱っている。
79 坂井良平日「泥棒運転と保有者の責任」判例タイムズ (NO.631， 1987年6月l日)31頁。また32頁「注 (6)J 
で次のように述べている。「自賠責保険実務の運用は，泥棒運転であっても，路上駐車，青空駐車のような第
三者の自由な立入を禁止する構造・管理状況にない場所で， しかも，保有者等(保有者及び、これと人的関係に
ある者)がドアに施錠せず¥エンジンキーをつけたまま当該自動車から長時間はなれたという事例を目安にし
て.自賠j!f保険金が支払われている，とのことである。更に『運輸省は…・・なるべく政府の保障事業で払い
たくないという財政上の問題(から)， (自賠責)保険でJ支払われることを期待している旨の指摘もなされて
いる。J
ω 荒井真治「運行供用者」吉岡進編『現代損害賠償法講座3交通事故.1(日本評論社，昭和47年)61頁。
81 伊藤高義「いわゆる泥棒運転と運行供用者賞任J256頁。
82 判例タイムズ257号.174買。
-310一
5.2.2.2 最高裁の見方
①最高裁昭和48年12月20日第一小法廷判決
前述の大阪地方裁判所昭和45年5月28日判決について，その控訴審である大阪高等裁判所昭
和46年1月18日判決では，裁判所は一審被告会社敗訴部分を取消し，一審原告の請求をいず
れも棄却した。その理由は，以下の最高裁の意見と同様である 83。本件上告審において，最高裁
は，以下のように判示した。
「右事実関係のもとにおいては，本件事故の原因となった本件自動車の運行は，訴外B(泥棒
運転者)が支配していたものであり.y (タクシー会社)はなんらその運行を指示制御すべき立
場になく，また，その運行利益も Yに帰属していたといえないことが明らかであるから，本件
事故につき Yが自動車損害賠償保障法3条所定の運行供用者責任を負うのでないとした原審の
判断は，正当として是認することができるJへまた，使用者責任について.r自動車にエンジン
キーを差し込んだまま駐車させたことと当該自動車を窃取した第三者が惹起した交通事故による
損害との聞には，相当因果関係があると認めることはできない」鉛として，原審を支持し，上告
を棄却した。
本判決は，エンジンキーを差し込んだまま駐車中の自動車を泥棒運転された事案に関する最初
の最高裁判例である。ただし.判旨において，ただ原審の判断を維持していたが，その理由は十
分示されなかった叱
②最高裁昭和57年4月2日第二小法廷判決
本件は.Cという会社の建物の前の公道上に半ドア状態でエンジンキーを差し込んだまま駐車
させてあった車を.A， B両名が盗み.Bが運転.Aが助手席に同乗し，帰宅しようとしておよ
そ150メートルほど進行した時点でコンクリート製の電柱に激突し 同乗者Aが死亡した事案
である。
一審は，運行支配，運行利益はC会社に帰属しているとして.C会社の運行供用者性を認め
た上で.Aには運行利益を享有する意思や運転行為に加担する意思があったとは認められない
から.Aは.C会社に対する関係では他人に当たると認め，保険会社Yの支払責任を認めた。 Y
控訴 (X附帯控訴)した。
原審は.rcが運行を直接的，具体的に指示，制御すべき立場になく，その運行利益も直接的，
具体的にCに帰属していなかったとしても.cは運行供用者であるJ87と認めた(ただし.AB 
の運行支配は.c会社のそれに比してはるかに直接的，顕在的，具体的であるから.Aの「他人
83 判例タイムズ276号176頁，また，交通事故民事裁判例集6巻6号1720頁。
84 判例時報737号40頁，また，交通事故民事裁判例集6巻6号 1704頁。
85 判例時報737号40頁，また，交通事故民事裁判例集6巻6号 1704頁。
86原田和徳.f7泥棒運転」交通事故百選(第二版).20頁以下。
87 藤村和夫.f31共同運行供用者の他人性」交通事故百選(第四版).66頁。
性Jを否定して，被害者側の請求を棄却した)。
最高裁は， r本年事故当時の訴外C会社による本件普通乗用自動車の運行支配が間接的，潜在
的，抽象的で、あるのに対して，訴外亡A及び訴外Bは共同運行供用者であり， しかも右両名に
よる運行支配は，はるかに直接的，顕在的，具体的であるからJ8，Aは「自賠法Jにいう「他人」
であることを主張しえないとしたうえ，原審の判断を是認した。すなわち，最高裁は，保有者C
の運行供用者性を肯定したと見られている。
本件は，一審，原審では，被害者の他人性が焦点とされていた。しかも，控訴したのは保険会
社であるため，最高裁がただ原審の結論を是認しているが，必ずしも泥棒運転の場合の保有者の
運行供用者性を認めているとはいえないであろう O
5.2.3 小括
以上の判例の動きから見れば， r自賠法Jが施行されて以来，従来の民法715条の外形標準説，
及びドイツ道路交通法7条3項の影響のため，運行供用者の認定が緩やかにされてきた。運行支
配・運行利益という判断基準が，次第に間接的・客観的・抽象的に判断され，ほとんどの場合に，
保有者に運行供用者責任が負わされる。また，前述の無断運転に対する主観説と客観説は，その
後，泥棒運転に闘する判例に影響を及ぼしており，泥棒運転に関する客観的容認説と管理資任説
が生まれ，下級審において，泥棒運転の場合に保有者の運行供用者責任を是認してきた判例が見
られてきた。しかし最高裁は泥棒運転について，依然として慎重に取り扱っている。泥棒運転
の場合に，保有者の運行供用者責任は，容易には認定されていなし3。更に，前述の研究会の意見
と同じように，すべての場合に，泥棒運転と無断運転を簡単に分けることができない。そのため，
保有者責任について，具体的な事例の事実によって判断しなければならない。その場合，保有者
に危険物である自動車について どこまで管理すべきか その管理上の過失がある場合にどこま
で責任を追及すべきかを再検討しなければならない。しかし これは 一義的に線引きすること
ができず，むしろ，具体的な事例に対する価値判断の問題であろう。これについては，今後の課
題として，検討したい。
保有者を競合して，あるいは，保有者と無断運転者とならんで、運行供用者責任が負わされ，責
任主体の択一決定原則が日本法では構築されていなかった。更に，このような動きが泥棒運転の
ような極端的な事例までに広げられてきた。運行供用者と保有者の区別がほとんどなくなり，運
行供用者の判断基準も混迷状態に陥っていると考える。
6 結びにかえて
既述したように，判例において，運行供用者がかなり緩やかに解釈されてきたととに伴い，運
行供用者と保有者の区別が次第になくなっている。これは.必ずしも，立法当時の立案担当官の
88 判例タイムズ470号， 18買。交通事故民事裁判例集15巻2号， 295頁。
趣旨と一致するとはいえない。それに伴い，運行支配及び運行利益というメルクマールが広く解
釈され，次第に抽象化され，メルクマールとしての適切な機能を失いつつある。今後，このよう
な動きを続けると， ["自賠法」における保有者責任に対する制限がほとんどなくなると予測する
ことカfで、きる。
また. ["自賠法J3条の運行供用者責任のほかの要件(例えば「運行によって上「他人/)に対
する解釈も同じように，拡張されている動きが見られる。このように限界まで解釈する左，運行
供用者責任は一種の無過失責任から，実際に結果責任になるおそれがないわけではない。保有者
の賠償範囲ないしそれに伴う責任保険の賠償範闘が貰に拡張されるのは推測に難くないと考える。
一種の無過失責任である運行供用者責任を判断するとき，保有者ないし運行供用者の運行支配
と運行利益があるかどうかを判断するとき，実は，危険物である自動車に対して，その保有者・
管理者にどこまで、注意義務を払って管理すべきか，その注意義務を怠った場合に，どこまで責任
を追及すべきかの問題と根本的に同一だと考える。「自賠法」が適用されて以来，可能な限り保
有者に運行供用者責任を負わせようとする動きは.民法715条の外形標準説とドイツ道路交通法
の両方の影響を受けたものといえる。しかしそれに伴う一連の問題も見逃すことができない。
責任主体の択一決定原則が認められていない「自賠法」について，今後，その責任主体を判断す
る時，そのメルクマールである「運行支配と運行利益」基準をどのように解釈すべきか，保有者
及び運行供用者の責任範囲をどこまで限定すべきかを再検討する必要がある。
313 
